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中村太郎税理士事務所
東京都新宿区西新宿7-5-14井上ビル12号館301
TEL：03-6302-0475／FAX：03-6302-0474

■確認が求められる育児休業の
　延長・再延長の申出理由
■今年の賃金改定状況
■キャッシュレス決済が普及する
　ために必要なこと

■10月以降の請求書等の発行と
　区分経理をおさらい
　－区分記載請求書等保存方式－

　10月の第2月曜日は「体育の日」です。体育の日が制定されたのは1964年の東京オリンピックの
後のこと。来年の東京オリンピックが楽しみですね。

　掲載内容に関してご不明点等があれば、お気軽に当事務所までお問い合わせください。



10月以降の請求書等の発行と区分経理をおさらい

－区分記載請求書等保存方式－

Z eimu information
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令和元年10月1日より、消費税率が複数税率となるのと同時に、区分記載請求書等保存方式が

始まります。この区分記載請求書等保存方式下での請求書等の発行と区分経理を、改めて確

認しましょう。

１．帳簿及び請求書等の保存要件の
改正

令和元年10月1日より、消費税の納税額は、

標準税率（10％）と軽減税率（8％）の税率

ごとに計算することとなりました。この計算

に対応できるよう、これまでの仕入税額控除

の要件であった帳簿や請求書等の記載と保存

（請求書等保存方式）が、次の期間に応じて

改正されています。

請求書等保存方式と区分記載請求書等保存

方式との違いは、次のとおりです。

つまり、区分記載請求書等保存方式が始ま

ると、軽減税率対象品目の取引がある事業者

は、次のフローチャートのとおり、これまで

の記載事項にプラスした請求書等（以下、区

分記載請求書等）の発行や区分経理が必要と

なります。

＜区分記載請求書等保存方式下での請求書等・帳簿の記載＞

また、消費税の課税事業者で仕入税額控除

の適用を受けるには、上記の請求書等や帳簿

の保存が必要です。

請求書等
保存方式

区分記載請求
書等保存方式

適格請求書
等保存方式

令和元年10月1日
〜令和5年9月30日

令和5年10月1日〜

＜仕入税額控除の方式＞
〜令和元年

9月30日

請求書等保存方式 区分記載請求書等保存方式※1

請
求
書
等

①請求書発⾏者の⽒名
又は名称

②取引年月日
③取引内容
④対価の額
⑤請求書受領者の⽒名

又は名称（相⼿が不特
定多数の場合は省略可
能）

左記①〜⑤に加え※2

⑥軽減税率の対象品目である
旨

⑦税率ごとに合計した税込対価
の額

帳
簿

①課税仕入れの相⼿方
の⽒名又は名称

②取引年月日
③取引内容
④対価の額

左記①〜④に加え
⑤軽減税率の対象品目である

旨

※1 現⾏と同様、3万円未満の少額取引や自動販売機からの購
入など請求書等の交付を受けなかったことにつきやむを得ない理
由があるときは、請求書等の保存は求められない。

※2 ⑥⑦の記載がないときは、交付を受けた側が追記可能。

○年○月○日 ○年○月○日

野菜　※ ** コップ **

清掃品 ** 花瓶 **

合計 合計
(10％対象 )
(8％対象 ) 雑貨店○○

※軽減税率対象商品
スーパー○○

⇒税率ごとに区分して経理（区分経理）する

軽減税率対象品目の取引があるか？

これまで通りの記載事項
＋軽減税率の対象品目である旨
＋税率ごとに合計した税込対価の額

※免税事業者であっても記載は必要

これまで通りの
記載事項

これまで通りの
記載事項

いいえ

領収書（例）領収書（例）

¥16,500

発⾏（受領） 発⾏（受領）

¥55,000
¥16,500
¥48,900

¥32,400

¥11,000
¥44,000

請
求
書
等

帳
簿

はい

¥32,400

これまで通りの記載事項
＋軽減税率の対象品目である旨

中村太郎税理士事務所
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区分記載請求書等を基に帳簿等に記帳する例を、確認しましょう。

２．区分経理（記帳）

（前提）会社名：霞ヶ関商事㈱、経理方法：税込み、課税期間：平成31年1月1日〜令和元年12月31日

（１）発⾏した請求書等の控えを基に、帳簿等に記載する例

月 日
掛売上　㈱東京商店

11 11 日用品
⾷料品　※
掛売上　㈱埼玉商事
日用品
⾷料品　※

※　軽減税率対象品目

NO.45 NO.46

㈱東京商店　御中 ㈱埼玉商事　御中

割り箸 550円 紙コップ 2,200円
牛肉　※ 5,400円 牛乳　※ 10,800円

： ：
合計 43,600円 合計 48,900円
（10％対象 22,000円 ） （10％対象 16,500円 ）
（8％対象 21,600円 ） （8％対象 32,400円 ）

※　軽減税率対象品目 ※　軽減税率対象品目
霞ヶ関商事㈱ 霞ヶ関商事㈱

（２）受領した請求書等を基に、帳簿等に記載する例

月 日
掛仕入　㈱静岡商店

11 18 日用品
⾷料品　※
仕入　　㈱⼭梨商店

19 日用品
⾷料品　※

※　軽減税率対象品目

NO.32 NO.15

霞ヶ関商事㈱　御中 霞ヶ関商事㈱　御中

紙皿 5,500円 割り箸 2,200円
コーヒー　※ 16,200円 鮮魚　※ 54,000円

： ：
合計 130,600円 合計 152,800円
（10％対象 55,000円 ） （10％対象 88,000円 ）
（8％対象 75,600円 ） （8％対象 64,800円 ）

※　軽減税率対象品目 ※　軽減税率対象品目
㈱静岡商店 ㈱⼭梨商店

出典：国税庁「消費税の軽減税率制度に対応した経理・申告ガイド（令和元年6月）」

軽減税率対象品目である旨の記
載は、右例の「※」等の記号の記
載＋記号が軽減税率対象品目
を示すことを明らかにする他、税
率区分欄を設け、「8％」と記載
する方法や税率コードを記載する
方法も認められます。
下記（２）も同様。

88,000

仕　　　　入

摘要 借方 貸方

55,000
75,600

請求書 領収書
2019年11月18日 2019年11月19日

64,800

摘要 借方 貸方

【元帳】

【元帳】

納品書兼請求書（控） 納品書兼請求書（控）
2019年11月11日

22,000
21,600

16,500
32,400

2019年

2019年
売　　　　上

2019年11月11日

中村太郎税理士事務所



育児休業を延長・再延長

する理由は、雇用の継続の

ために特に必要と認められ

る場合に限られます。

よって、例えば育児休業

の延長を目的として、保育所等への入所の意

思がないにも関わらず入所を申込み、その保

育所等に入れなかったことを理由として育児

休業の延長を従業員が申し出ることは、育

児・介護休業法に基づく育児休業の制度趣旨

に合致しているとは言えず、育児休業の延長

の要件を満たさないとされています。

保育所等の入所申込みを行い落選したとき

には、「保育所入所保留通知書」が申込みを

した従業員に届きます。この際、第一次申込

みで保育所等の内定を受けたにも関わらずこ

れを辞退し、第二次申込みで落選した場合に

は、自治体によって違いはあるものの「保育

所入所保留通知書」にこうした事実が付記さ

れることがあります。

こうした付記がある「保育所入所保留通知

書」については、第一次申込みの内定辞退に

“やむを得ない理由”がない場合には、育児

休業を延長する要件を満たさないこととなり、

従業員は育児休業の延長の申出はできません。

そのため、会社は従業員から適正な手続きが

行われているかどうかを確認する必要があり

ます。

なお、ここでの“やむを得ない理由”とは、

内定の辞退について申込み時点と内定した時

点で住所や勤務場所等に変更があり、内定し

た保育所等に子どもを入所させることが困難

であったこと等が該当します。

これは、育児休業中に支給される雇用保険

の育児休業給付金に係る、支給期間の延長も

同様です。

支給期間の延長申請の際、前述のような内

定辞退の旨が付記された「保育所入所保留通

知書」が提出されると、ハローワークは保育

所等の内定を辞退した理由を、従業員に確認

します。そして“やむを得ない理由”がない

場合には、育児・介護休業法に基づく適正な

申出にあたらないと判断され、延長申請が認

められず、育児休業給付金が支給されません。

育児休業給付金への影響

R oumu information

育児・介護休業法では、原則として子どもが1歳に達するまで育児休業が取得でき、その後、

保育所等に入所できない場合に、子どもが1歳6ヶ月まで（再延長で2歳まで）延長すること

ができるとされています。これに関連して、延長・再延長の申出において制度の趣旨に則っ

た運用を求める通達が厚生労働省より発出されましたので、確認しておきます。

確認が求められる育児休業の
延長・再延長の申出理由

なるべく長く育児休業を取得したいという従業員もいるかとは思いますが、入所の意思が

ないにも関わらず保育所の申込みを行うことは、待機児童の問題にも影響します。制度の趣

旨を理解し、会社として適切な対応をとるようにするのと共に、従業員にもあらかじめ意識

付けをするようにしましょう。

保育所入所保留通知書の内容確認

News letter October 2019 issue

育児休業の延長・再延長の理由

中村太郎税理士事務所



上記調査結果から、回答事業所の賃金改定

状況をまとめると表1のとおりです。

2019年の改定状況をみると、1～6月に賃金

引上げを実施した事業所（以下、引上げ事業

所）の割合は産業計が53.6％で、2018年より

も高くなりました。1～6月に賃金引下げを実

施した事業所（以下、引下げ事業所）の割合

は1.1％で、こちらも2018年より高くなりま

した。

引上げ事業所と引下げ事業所の賃金改定率

をまとめると、表2のとおりです。

引上げ事業所の2019年の改定率は、産業計

が2.5％で2018年よりも低くなりました。引

下げ事業所の2019年の改定率は、産業計が-

2.2％で、2018年よりマイナス幅が少なくな

りました。

今年は調査対象業種のすべてで、引上げ事

業所の割合が前年より高くなりました。賃金

の引上げを続けるためには、生産性向上が欠

かせません。より一層の企業努力が必要にな

るでしょう。

今年の賃金改定状況

K eiei information

7月に、厚生労働省の中央最低賃金審議会目安に関する小委員会の資料として、今年の賃金

改定状況の調査結果※が発表されました。ここではその結果から、今年の中小企業の賃金改

定状況をみていきます。

引上げ事業所の改定率は2.5％

53.6％が賃金引上げを実施

News letter October 2019 issue

※厚生労働省「令和元年賃金改定状況調査結果」
2019年（令和元年）6月1日現在の常用労働者数が30人未満の企業に属する民営事業所で、1年以上継続して事業を営んで

いる約16,000事業所を対象にした調査です。回答事業所数は5,009事業所です。詳細は次のURLのページから確認いただけま
す。https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000529789.pdf

年 引上げ
事業所

引下げ
事業所

2018年 2.8 -4.5
2019年 2.5 -2.2
2018年 2.9 -4.3
2019年 2.5 -5.3
2018年 2.7 -5.5
2019年 2.4 -3.0
2018年 2.8 0.0
2019年 3.2 -0.1
2018年 2.7 -2.6
2019年 1.9 0.0
2018年 2.9 -4.5
2019年 2.6 -1.1

厚⽣労働省「令和元年賃⾦改定状況調査結果」より作成

その他のサービス業

【表2】平均賃⾦改定率（％）

産業計

製造業

卸売業，小売業

宿泊業，飲⾷サービス業

医療，福祉

2018
年

2019
年

2018
年

2019
年

2018
年

2019
年

2018
年

2019
年

2018
年

2019
年

2018
年

2019
年

1〜6月に賃⾦引上げを
実施した事業所

43.9 53.6 40.7 45.8 50.5 56.0 26.6 50.4 59.6 62.3 42.1 53.2

1〜6月に賃⾦引下げを
実施した事業所

0.7 1.1 0.7 1.1 0.3 1.5 0.0 1.3 0.5 0.0 1.8 1.0

賃⾦改定を実施しない
事業所

38.1 31.5 44.3 41.2 31.2 28.3 48.4 27.6 26.2 24.6 41.4 35.5

7月以降に賃⾦改定を
実施する予定の事業所

17.3 13.8 14.3 12.0 18.0 14.3 25.0 20.7 13.7 13.2 14.7 10.3

厚⽣労働省「令和元年賃⾦改定状況調査結果」より作成

【表1】業種別の賃⾦改定状況（％）

産業計 製造業 卸売業，小売
業

宿泊業，飲食
サービス業

医療，福祉 その他の
サービス業

中村太郎税理士事務所



T news

キャッシュレス決済が普及するために
必要なこと

I

※消費者庁「[参考・7月(確報)]キャッシュレス決済に関する意識調査結果」
全国47都道府県の物価モニター2,000人を対象にした調査です。物価モニターは、広く一般から募集した次の条件を全て

満たしている人です。消費者行政について関心がある、店舗に出向いての店頭表示価格の見取調査ができる、2019年（平成
31年）4月1日現在で満20歳以上であり、日本国籍を有し日本国内に在住している。詳細は次のURLのページから確認いただ
けます。https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/price_measures/pdf/price_measures_190815_0003.
pdf

利用頻度の高い決済手段は

10月の消費税率引上げに伴う、キャッシュレス・消費者還元事業の開始により、キャッシュ

レス決済は今後の普及が見込まれます。ここでは、今年8月に発表された調査結果※から、消

費者のキャッシュレス決済利用の現状や意識をみていきます。

キャッシュレス決済普及のカギは

News letter October 2019 issue

キャッシュレス決済の利用頻度

上記調査結果から、キャッシュレス決済

（銀行等の口座振替、振込等を除いた、物理

的な現金を使用せずに商品・サービスの料金

の支払等を行うこと）の利用頻度をみると、

よく利用しているが41.6％でした。以下、と

きどき利用しているが37.4％、あまり利用し

ていないが11.8％、全く利用していないが

9.0％となりました。

利用頻度の高いキャッシュレス決済手段の

割合をまとめると、表1のとおりです。クレ

ジットカードの割合が最も高く、次いで電子

マネーの割合が高くなっています。

キャッシュレス決済のメリットでは、支払

手続を簡単・迅速に行えること、割引やポイ

ント等の特典が得られること、現金を持ち歩

く必要がなくなること、が50％を超えました。

他方、利用する際の懸念事項では、個人情

報の流出や不正使用等の被害が発生する恐れ

があることが最も高く、60％を超えました。

事業者への期待やより利用されるためのポ

イントとして、回答割合の高い上位5つをま

とめると表2のとおりです。割引率やポイン

ト還元率の向上が最も高くなりました。個人

情報流出や不正利用を防止するためのセキュ

リティ対策の強化も、50％を超えています。

お得感と安心感を高めることが、さらなる

普及のポイントといえそうです。

クレジットカード 86.4
交通系以外の電子マネー（WAON、nanaco、楽天Edy 等） 56.2
交通系電子マネー（Suica 、ICOCA 等） 44.4
バーコード、QRコード決済（PayPay、LINE Pay等） 17.7
デビットカード 5.9
その他スマホ決済（Apple Pay 、Google Pay等） 4.2
その他 1.6
無回答 2.5

【表1】利⽤頻度の⾼いキャッシュレス決済⼿段
（複数回答、％、回答者数1,707人）

消費者庁「［参考・7月（確報）］キャッシュレス決済に関する意識調査
結果」より作成

割引率やポイント還元率の向上 56.9
個⼈情報流出や不正利用を防⽌するためのセキュリティ
対策の強化

53.6

決済⼿段・サービスを利用できる店舗の拡⼤ 45.0

購入・決済履歴等の個⼈情報の厳格な管理 44.5

病院、薬局等での⽀払への利用拡⼤ 41.2

【表2】事業者への期待とより利⽤されるための改善点
（複数回答、％、回答者数1,880人）

消費者庁「［参考・7月（確報）］キャッシュレス決済に関する意識調査
結果」より作成

中村太郎税理士事務所



年末年始は、大きな資金が必要となる時期です。年末を前に資金繰りを計画しましょう。
特に未収債権の回収促進に努めましょう。

１．年末にかけての資金繰り計画

２．労働保険料第2期分の納付（延納申請した場合）

３．労働者死傷病（軽度）報告提出

４．定時決定の反映と新しい保険料率による控除

５．消費税増税による定期券値上げに伴う対応

６．各都道府県で地域別最低賃金額が変わります

７．年次有給休暇の付与

お仕事備忘録
2019年10月

１．年末にかけての資金繰り計画

年末にかけて、賞与資金など大きな支出の他に、様々な諸経費も増える時期です。資金繰りに窮し
ないよう、計画をたてましょう。資金繰りでは売掛金の回収促進や在庫などの管理が重要です。未収
債権を把握し、滞留しているものがあれば営業担当者などに回収を促しましょう。

２．労働保険料第2期分の納付（延納申請した場合）

労働保険の概算保険料は、年度更新の際に延納申請すると3期に分割して納付することができま
す。今月は口座振替を利用しない場合の第2期分の納付期限です。

３．労働者死傷病（軽度）報告提出

業務災害が発生した場合、「労働者死傷病報告」を労働基準監督署に提出しなければいけません。
業務中の軽度の事故・疾病が原因で休業日数が1～3日ある場合は、暦年の四半期ごとにまとめ、翌月
（4･7･10･1月）末までに届ける必要があります。今月は7月から9月分の報告となります。なお、4日
以上の場合は、個々のケースごとに報告が必要なので注意しましょう。

４．定時決定の反映と新しい保険料率による控除

定時決定により、9月からは新たに改定された社会保険料が適用されますが、従業員からの社会保
険料の控除を翌月に行っている場合、10月から控除することになります。

５．消費税増税による定期券値上げに伴う対応

10月1日からの消費税率引上げにあわせ、JRや大手鉄道事業者の多くで運賃の値上げが実施される
予定です。通勤手当として支給している定期券の金額を確認し、必要に応じて変更しましょう。

変更後の給与額によっては、社会保険料の随時改定に該当する可能性があります。随時改定は固定
的賃金の変動から3ヶ月間に支給された賃金を確認することになりますが、見逃しやすい部分ですの
で、今から随時改定の確認を行うことを記録しておきましょう。

６．各都道府県で地域別最低賃金額が変わります

今月より地域別最低賃金額が変わります。各都道府県によって適用となる日が異なっていますの
で、金額および発効日を確認しておきましょう。

７．年次有給休暇の付与

4月入社の新入社員の年次有給休暇は通常10月より付与されますので、忘れずに新入社員の年次有
給休暇管理を開始しましょう。

中村太郎税理士事務所
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10月は、年の終盤です。やり残しがないように、進捗の確

認や計画の見直しを随時行いましょう。

日 曜日 六曜 項 目

1 火 大安

●全国労働衛生週間（～7日（月）まで）
●大学生への採用内定の通知開始
●高年齢者雇用支援月間
●年次有給休暇取得促進期間（～31日（木）まで）

2 水 赤口

3 木 先勝

4 金 友引

5 土 先負

6 日 仏滅

7 月 大安

8 火 赤口 寒露

9 水 先勝

10 木 友引
●源泉所得税・復興特別所得税・住民税特別徴収分の納付（9月分）

11 金 先負

12 土 仏滅

13 日 大安

14 月 赤口 体育の日

15 火 先勝

16 水 友引

17 木 先負

18 金 仏滅

19 土 大安

20 日 赤口

21 月 先勝

22 火 友引

23 水 先負

24 木 仏滅 霜降

25 金 大安

26 土 赤口

27 日 先勝

28 月 仏滅

29 火 大安

30 水 赤口

31 木 先勝

●健康保険・厚生年金保険料の支払（9月分）
●労働保険料の納付（第2期分）※口座振替を利用しない場合
●継続・有期事業概算保険料延納額の支払（第2期分）※口座振替を利用しない場合
●労働者死傷病（軽度）報告提出（休業日数1～3日の労災事故[7月～9月]について

報告）
●個人の県民税・市町村民税の納付（普通徴収・第3期分）※市町村の条例で定める

日まで

即位礼正殿の儀の行われる日

中村太郎税理士事務所


